申　入　書
2013年10月23日
東京都教育委員会
教育委員長　　　木村　　 孟殿
教育長　　　　　 比留間 英人殿
「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　　　　　　　　　　　　共同代表　　星野　直之　　岩木　俊一　　　
　
　本会の9月9日の請願に対する10月10日付の貴委員会の「回答」は、請願の内容を真摯に検討し回答されたものとは到底思えず、極めて不誠実かつ無責任なものであり、東京都の教育行政に責任を負う貴委員会の見識を疑わせるものです。
　当該被処分者は今日まで不当な減給・停職処分により経済的・精神的に大きな打撃を受け、筆舌に尽くしがたい苦しみを味わいました。処分の発令権者である貴委員会は被処分者に対して、どのように責任を取ろうとしているのでしょうか。
また、この一連の処分が学校現場や生徒・保護者にもたらした混乱や不安について一切語らないのは、貴委員会の無責任かつ権力的体質を物語っていると言わざるを得ません。
この度、懲戒処分の発令権者である貴委員会の22件・21名の減給・停職処分が最高裁によって「懲戒権者の裁量権の範囲を超え、違法」とされ取り消されるという行政としては前代未聞の「失態」に口を拭い、耳を覆ってやり過ごすことができると思っているのでしょうか。
　
私たちは、改めて貴委員会に猛省を求め、行政としての責任を追及します。
以下の諸点を申し入れますので誠意ある回答を求めます。
＜申し入れ事項＞
１．都教委は昨年1月16日及び本年9月6日の最高裁判決を謙虚に受けとめて、改めて10.23通達と校長の職務命令、累積加重処分システムや再発防止研修などこの間の「日の丸・君が代」の学校現場への強制に関わるすべての施策を深く反省し、抜本的に見直すべきである。
　　
そのために、9月9日付請願で述べた諸項目に対して再度真摯に検討し、再回答することを強く要請する。特に、以下の諸点については必ず回答すること。
　①　9月9日付請願に対する「回答」（10月10日付）では、職務命令が合憲であること、職務命令違反には厳正に対処すること、（最高裁）判決の内容に応じて必要な対応を行うこと、を述べるのみで、「減給・停職処分を行ったことを真摯に反省し、原告らに謝罪すること」という請願の内容に全く答えていない。再回答を求める。
　② 最高裁で「違法」とされた減給・停職の懲戒処分の撤回について何ら答えていない。再回答を求める。
　③ 最高裁判決で「思想及び良心の自由」を「間接的に制約する」とされた職務命令について、「合憲」であると述べるだけで、請願の趣旨に全く答えていない。再回答を求める。
　④ 最高裁が「違法」とした「累積加重処分」について、全く答えていない。再回答を求める。
　⑤ 同回答で「校長が職務命令を発出することは何ら問題ないとされている」と述べているが、最高裁判決には「何ら問題ない」とは書かれておらず、逆に「思想及び良心の自由」を「間接的に制約する」とされており、多くの補足意見、反対意見もついている。再回答を求める。
　⑥ 最高裁判決の趣旨を考慮すると10.23通達を見直すべきと考える。再回答を求める。
⑦ 別件訴訟で戒告処分に伴う再発防止研修未受講による減給10分の1・1月の懲戒処分の取り消しが最高裁で確定している。再発防止研修を中止すべきである。再回答を求める。
　⑧ 「被処分者の会・同弁護団との話し合いの場」を「設定する考えはない」と「回答」しているが、これは、最高裁判決の趣旨に反している。また、「教育委員会決定とされる特に重要な事項を選定し、教育委員会の会議に報告している」との「回答」は、最高裁判決が「特に重要な事項」に該当しない、ということになり、司法の最終判断を軽んじるものである。再度早急に検討して再回答を求める。
⑨ 「本請願及び…最高裁判決全文を教育委員会で配布し…慎重に検討、議論し、回答すること」を求めたが、10月10日の教育委員会に報告せず、同日付で本回答があった。なぜ教育委員会に報告しなかったのか。また、東京都の教育行政に係わる「重要事項」である最高裁判決、及び教育委員会が発令した減給・停職処分が最高裁で「違法」とされたこと、を教育委員会に報告しない根拠を示せ。再回答を求める。
２．9月6日の判決に基づく、当該被処分者への名誉回復・権利回復の措置について、以下の点について要請する。
（１）① ９月６日の最高裁判決で、都教委が行った懲戒処分が違法とされ、取り消しが命じられた事実を踏まえ、被処分者に対して、違法な懲戒処分をしたことについて説明の場を設け、真摯に謝罪すること。
　　　② 処分に伴う再発防止研修、校内研修等の実施に関して謝罪すること。
③ ①、②と関連して、現職の被処分者には処分取り消し辞令および謝罪文を、また退職者には処分取り消しの説明書及び謝罪文を交付すること。
（２）① 履歴等における処分歴抹消について早急かつ正確に行い、その事実を被処分者に周知徹底すること。また、学校及び報道関係者に処分取り消しの事実について周知徹底すること。
　　　② 処分取り消しと関連して被処分者の永年勤続表彰に伴うリフレッシュ休暇、退職時感謝状その他に関わる名誉・権利回復措置を講じること。
（3） １０月４日付の被処分者宛の「給与等の是正措置に伴う必要書類の提出について」なる教育庁人事部職員課の通知に関連して、
① 減給等の処分による実損回復について、戻入額の明細を明らかにし、該当者に説明すること。
② 特に定期昇給の延伸、特別昇給の遅れ、退職金の損失など生涯賃金の損失、それと関連する社会保険、年金等への損失の反映などについて、すべて正確に回復措置を講じ、実損が生じないようにすること。
③ 諸般の事情から10月21日の提出期限に書類提出が間に合わない場合も不利益が生じないように扱うこと。
（４）その他、被処分者の名誉回復・権利回復の諸措置について、遺漏がないよう誠意をもってあたること。また、当該被処分者及び被処分者の会と所管の部・課との話し合いを行うこと。
＜回答期限＞　2013年11月15日(金)、下記連絡先にFAXにて回答すること
＜連絡先＞　「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　　　　　　　事務局長　近藤　徹　
